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都窪医師会の包括ケアへの取り組み

� 都窪医師会　担当理事　赤司　浩二郎

　以前の投稿で、包括ケアへの取り組みがまだなされてなく、これからの課題である
との報告をさせていただきました。あれから２年経過し、少し動き出した都窪医師会
の取り組みを報告したいと思います。
　去年の６月より都窪医師会として、包括ケア推進委員会という名の組織を立ち上げ
活動を始めました。当医師会の特色として、三つの行政と地区に分かれ、医師会とし
てのまとまりは良いのですが、行政の絡んだ活動がしにくいこと、また医療機関と介
護施設にも恵まれ、あまり苦労せずに医療活動ができていることで、組織だった包括
ケアの必要性に迫られていないことなどから、取り組みが遅れていたように思いま
す。
　毎月一度、火曜日の夜に、理事を中心として介護ケアに興味のある先生方を交え活
動を始めました。
　現在までに、包括ケア推進委員会を４回開催、意見交換会として３回（ケアマネ
ジャー・訪問看護師・病院と診療所）開催、講演会を２回（幸せな最期を迎えるため
のアドバンスケアプランニングとは？・市域包括ケアシステムのグランドデザインに
向けて−リハビリテーション分野からの問題提起−）、意見交換会には毎回50名程度、
講演会には100名程度の参加者があり、包括ケアに対する医療・介護関係者の関心の
高さがうかがえます。まだ１年に満たない活動ですが、多職種間で顔を合わすこと
で、介護や看護に対する問題点や考え方の相違などが、徐々にではありますが見えて
きたり、基本情報となる患者さん情報の共有化やそのツールの必要性など、また市民
への包括ケアの周知の必要性と行政の役割の必要性などにも気づいたところでありま
す。
　まだなにぶん手探りの状況で、意見交換会は、行政担当者や医療関係者（歯科医
師、薬剤師、理学・作業療法士）、さらに市民の立場を知る地区の役員や愛育委員な
どとも行うことも考えられ、講演会も医療関係者を対象としたものから、市民も巻き
込んだものも考えられますが、それには行政との連携が必要かもしれません。岡山県
下を見渡すと、いくつか先進的な取り組みで素晴らしい活動をされているところがあ
ります。それらの事例を参考にさせていただくことも考えられますが、都窪医師会と
しては今の活動を続けていき、医師会員への理解と協力をお願いしつつ、具体的に国
の政策として包括ケアシステムが動きだした時に、スムーズに参加できるよう、包括
ケアシステム構築の下準備をしていきたいと思っています。
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医療事故調査制度の発足から１年半
―知っておくべき制度です

� 岡山県医師会副会長　清水　信義

　医療法の改正による医療事故調査制度が平成27年10月に発足して、まもなく１
年６カ月となります。この間517件の事故が報告されており、平均すると全国で
１日に１件程度の「医療に起因した予期せぬ死亡」が、日本医療安全調査機構内
にある医療事故・調査支援センターに報告されています。この間、医療事故か否
かの相談件数はこの１月までの１年４カ月の累計で2,472件、１日平均で６件でし
た。この数は、大部分が「死亡が医療事故ではないか」と考えて相談された数で
すので、必ずしも稀な非日常的な数ではないといえると思います。この法律の目
的は「原因の究明と再発の防止であり、個人を罰するものではない」となってい
ます。
　しかし、医療の現場でのこの制度に対する周知の程度はどのようなものでしょ
うか。大規模な調査はありませんが、昨年秋の日医の勤務医部会連絡協議会では
メディア関係者の話として、この制度について７割の医師は良く知らないと答え
たということです。
　まず、この制度では医療事故は、「医療に起因したまたは起因したと疑われる
死亡または死産で、管理者が予期しなかったもの」とされ、過誤の有無は問わな
いものとされています。法律では、「医療」についても、診察、検査、治療、そ
の他でその境界のものは管理者が判断することとなっています。家族が納得して
いても、過誤がなくても、この法律で決める事故であれば、報告しなければなら
ないことになっています。従来の医療事故の概念とは異なるところがありますが、
今の法律ではこれが「事故」として取り扱われますのでご理解ください。すべて
の医療機関が対象ですので、大規模病院から、診療所、歯科診療所、助産所、特
養なども対象となります。
　事例が発生したら、遺族に状況を説明し、その旨を伝えて遅滞無く医療事故調
査・支援センターに報告することになっています。この場合、報告者は管理者で
すが、医療機関内でよく協議して合意の上で報告することが求められています。
実際の報告先は医療事故調査・支援センター（電話0３-３４３４-１１１0） で、24時間、
365日連絡が付くようになっています。なお、岡山県医師会では、就業時間内で
あれば相談をお受けします。
　いずれにしても、管理者が遅滞無く医療事故調査・支援センターに報告するこ
とになります。
　事故の原因の究明は、基本的には院内事故調査委員会で行うことになります。
大病院であっても透明性を担保するために外部の委員参加が望ましいとされてい
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ます。勿論、小規模医療機関では、ことに診療所などでは外部の委員の参加は必
須となります。事故の状況に応じて専門性を持った委員の推薦は、都道府県の医
師会内に設置された医療事故等調査支援団体連絡協議会にお尋ね頂ければ、専門
医のほか、例えば誤薬であれば薬剤師会から、看護であれば看護協会からなどと、
各支援団体から推薦頂いた委員を派遣することになります。また、解剖やAiの斡
旋も行い、解剖までの遺体の安置も可能です。
　なお、注意すべきは、この医療事故調査制度は医師法21条の異状死の届け出と
は、別途運用されており、医療に起因した死亡は、この法律によって医療事故調
査･支援センターに報告することになっています。異状死として24時間以内に届
け出るのは、異状死と判断した場合になります。その場合でも、事故の報告は必
要ですし、たとえ紛争になっても、報告は必要です。通常は、医療に起因した事
故ですので、異状死の届け出には該当しないものが大部分と思われます。
　この医療事故調査制度をよく知っていただき、その制度の適切な運用で、医療
機関にも、事故当事者にも、そして家族にも理解を得られるような制度として育
てて行くことが重要です。
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お知らせ

母体保護法指定医師研修施設認定のお知らせ

　「母体保護法指定医師の指定基準」（平成25年４月）に基づき、岡山県医師会母体保護法指定
医師審査委員会で協議の上で、平成29年３月８日の岡山県医師会理事会において別表のように
11施設が母体保護法指定医師研修機関として認定されました。また、３施設については母体保
護法指定医師の変更あるいは追加指定が認められ次第認定することとなりました。

研修施設指定一覧表

番号 医療機関名 医療機関所在地 指定年月日

１ 浅桐産婦人科 倉敷市 平成29年３月８日

２ 川崎医科大学総合医療センター 岡山市北区 平成29年３月８日

３ くにとみクリニック 総社市 平成29年３月８日

４ 倉敷中央病院 倉敷市 平成29年３月８日

５ 岡山赤十字病院 岡山市北区 平成29年３月８日

６ 岡山二人クリニック 岡山市北区 平成29年３月８日

７ 三宅医院 岡山市南区 平成29年３月８日

８ 赤堀病院 津山市 平成29年３月８日

９ 川崎医科大学附属病院 倉敷市 平成29年３月８日

10 倉敷成人病センター 倉敷市 平成29年３月８日

11 落合病院 真庭市 平成29年３月８日

12 倉敷市立児島市民病院 倉敷市 認定予定

13 岡山市立市民病院 岡山市北区 認定予定

14 岡山大学医学部附属病院 岡山市北区 認定予定


